
危険物施設における火災・流出事故に係る
「深刻度評価指標」について

消防庁危険物保安室

1 はじめに
消防庁では、学識経験者、危険物関係業界及

び行政機関の関係者で構成される「危険物等事
故防止対策情報連絡会」（以下「連絡会」という。）
を開催し、体系的に事故防止に係る取組を進め
ています。より効果的な事故防止対策を推進す
るため、平成28年3月の連絡会で、危険物等に
係る重大事故の発生を防止することを事故防止
対策の目標に定めました。これに伴い、重大事
故や軽微な事故といった深刻度に応じた分類を
するための「深刻度評価指標」について、消防
機関等の危険物事故担当者から構成される作業
チームで案を作成し、連絡会会員の意見を踏ま
えて9月の連絡会で当該指標を決定しました。
この危険物施設における火災・流出事故に係

る深刻度評価指標について、その内容をご紹介
いたします。

2 危険物施設における火災・流出事故に係る
「深刻度評価指標」について
深刻度を事故種別に応じて適正に評価するた

め、火災事故と流出事故で異なる深刻度評価指
標を設定しています。両者の深刻度評価指標は
それぞれ独立した指標となっており、例えば火
災事故における重大事故件数と流出事故におけ
る重大事故件数を単純に比較して議論すること
はできないことに注意していただければと思い
ます。
⑴ 火災事故（爆発事故を含む）に係る深刻度
評価指標
表1に示すとおり、人的被害指標、影響範

囲指標及び収束時間指標の3つの評価指標か

ら成ります。
ア 事故の定義
ア 重大事故

1つ以上の評価指標で、深刻度レベル
が1となる火災事故
イ 軽微な事故

全ての評価指標で、深刻度レベルが4
となる火災事故

イ 深刻度評価指標
次に各評価指標についてその概要を説明
します。
ア 人的被害指標

人的被害状況の深刻度をレベル1～4
に分けた評価指標となります。死者が発
生した火災事故はレベル1（重大事故）
となります。
イ 影響範囲指標

物的被害が及んだ範囲に応じて深刻度
をレベル1～4に分けた評価指標となり
ます。ただし、移動タンク貯蔵所荷卸し
先等の事業所内に在る場合、「事業所」を
「当該移動タンク貯蔵所が在る事業所」
と読み替えるものとします。
事業所外に物的被害が生じた火災事故
はレベル1（重大事故）となります。
ウ 収束時間指標

消防活動負荷及び火災の長期化に伴う
社会的影響の観点から深刻度をみる評価
指標となります。事故の収束時間（事故
発生から鎮圧までの時間）により深刻度
をレベル1～4に分けています。
収束時間が4時間以上の火災事故はレ
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ベル1（重大事故）となります。
なお、「鎮圧」とは、火勢が消防隊の制

御下に入り、拡大の危険がなくなったと
現場の最高指揮者が認定したことをいい
ます。

⑵ 流出事故に係る深刻度評価指標
表2に示すとおり、人的被害指標、流出範

囲指標及び流出量指標の3つの評価指標から
成ります。
ア 事故の定義
ア 重大事故

1つ以上の評価指標で、深刻度レベル
が1となる流出事故

イ 軽微な事故
全ての評価指標で、深刻度レベルが4

となる流出事故
イ 深刻度評価指標

火災事故と同様、1つ以上の評価指標で
深刻度レベル1となる事故は重大事故とな
ります。
次に各評価指標についてその概要を説明

します。
ア 人的被害指標

人的被害状況の深刻度をレベル1～4
に分けた評価指標となります。ただし、
移動タンク貯蔵所の交通事故で発生した

死傷者について、危険物の流出とその人
的被害に因果関係がない場合、人的被害
に含めないものとします。
死者が発生した流出事故はレベル1

（重大事故）となります。
イ 流出範囲指標

危険物の流出した範囲に応じて深刻度
をレベル1～4に分けた評価指標となり
ます。河川や海域に危険物が流出する
等、事業所外へ広範囲に流出した流出事
故（事業所の敷地境界線から約100m 以
上）はレベル1（重大事故）となります。
ウ 流出量指標

流出した危険物の指定数量に応じて深
刻度をレベル1～4に分けた評価指標と
なります。指定数量が10倍以上の流出事
故はレベル1（重大事故）となります。

3 重大事故の該当例及び深刻度別事故件数の
推移（試行的な分析）
深刻度評価指標を作成するうえで、過去5年
間（平成23年～27年）の事故について、消防庁
で試行的な分析を行った結果をご紹介します。
なお、今後の正式な分析により、重大事故の
該当数等が変更になる場合があります。
⑴ 重大事故の該当例
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過去の事故事例から、本深刻度評価指標に
よる重大事故を抜粋したものを、表3に示し
ます。
ア 火災事故
ア 人的被害指標

爆発に伴う火災等により死者が発生し
た事故などが重大事故に該当します。

イ 被害範囲指標
爆発に伴う爆風・飛散物、また火災の

輻射熱等により、事業所外に物的被害が
発生した事故などが重大事故に該当しま
す。

ウ 収束時間指標
収束までに時間を要する、金属火災、

屋外タンク貯蔵所の全面火災などが重大
事故に該当します。

イ 流出事故
ア 人的被害指標

過去5年間では重大事故はありません
でしたが、流出した危険物の毒性等の影
響により、死者が発生した事故などが重
大事故に該当します。

イ 流出範囲指標
河川・海域への流出、また埋設配管か
らの漏えいで発見が遅れ事業所外に広範
囲に流出した事故などが重大事故に該当
します。
ウ 流出量指標

流出した危険物の指定数量が10倍以上
となれば重大事故となります。屋外タン
ク貯蔵所における浮き屋根上や防油堤内
への危険物の流出などの事故も重大事故
となる可能性があります。

⑵ 深刻度別事故件数の推移
過去5年間の火災事故及び流出事故にお
ける深刻度別事故件数の推移を図1及び図
2に示します。なお、事故報告内容に深刻
度評価指標に関する入力項目がない事故に
ついては、件数に含めていません。
図1より、火災事故において、重大事故
件数は10件強、軽微な事故は50件前後で推
移していることが分かります。また図2よ
り、流出事故については、重大事故件数は
80件前後、軽微な事故は100件前後で推移
していることが分かります。
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表3 重大事故の該当例

図1 火災事故における深刻度別事故件数の推移
（試行的な分析）

図2 流出事故における深刻度別事故件数の推移
（試行的な分析）



4 おわりに
今後、危険物関係業界・団体、消防関係行政

機関等との連携の下、本深刻度評価指標による
深刻度レベル1の重大事故に対して、優先的に
事故防止対策を推進していきます（図3）。
消防庁では、過去に発生した事故の深刻度分

析を行うとともに、重大事故を含む様々な事故
の原因を掘り下げるための詳細分析や現地調査
を行うことにより、重大事故防止対策を推進す
る方策や重大事故への発展防止のための軽微な
事故の発生を抑制する方策について、検討して
いく予定です。

また、この深刻度評価指標を適切に運用する
ために、「危険物事故オンライン処理システム」
の事故報告入力要領※の改正を行います。年内
に通知を発出しますので、各消防本部におかれ
ましては、平成29年1月からの新入力要領によ
る報告について、ご協力のほどよろしくお願い
いたします。

※ 危険物に係る事故及びコンビナート等特
別防災区域における事故の報告書入力要領
（平成24年3月13日付け 消防危第71号 消
防特第39号）
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図3 H28以降の対策イメージ
※ Level1（重大事故）にターゲットを絞り、事故防止対策を推進し、Level1の事故を減少させる。


